
（ ）

ＩＴ戦略

17

計

諸謝金

情報通信技術研究開発調
査費

17.4

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 5 6

5

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

28 年度

－

- -

92 110

関係する計画、
通知等

　 0128

年度

- 4 5 - -

-

25.2

歳出予算目

8.2

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

50

情報通信国際戦略推進業
務庁費

計算式
　　百万円/
件

-

-

26年度

単位

％

H27年度に実施した調査研
究5件の成果物を、我が国
のICT国際展開等に資する
活動に活用する。

調査研究の成果物を活用
した政策の立案・遂行等

成果実績

- 5 5

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

161 119 92 92 110

111 84

執行率（％） 89% 93% 91%

平成１１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

16.8

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

情報通信分野の政策の企画・立案、ひいては国際競争力の強化、更には国際経済紛争を防止する観点から、諸外国の情報通信事情や政策に関する情報
の収集・分析および調査研究を実施する。また、諸外国との連携を深め、我が国のＩＣＴ産業の国際競争力を高めるため、我が国の情報通信政策などを諸
外国に発信する。

前年度から繰越し - -

59.2

28年度当初予算

66/578/4

-

- -

補正予算

百万円

92

件

目標値

単位

調査研究執行額／実施件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

143

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

（１）我が国の最先端の技術等を世界に発信することは、国際競争力確保の点からも重要であるため、総務省情報通信英文ウェブサイト運営等による情報
発信を行う。
（２）諸外国の情報通信に関する政策・規制、市場動向等を収集することは、今後の情報通信分野の政策を企画・立案、海外市場への国際展開を検討する
上で必須なため、諸外国の情報通信分野における基礎的な情報、政策動向、サービスニーズ等の最新状況等グローバルな課題に関する情報の収集・分
析および調査を行う。
（３）情報通信分野の国際経済紛争を未然に防ぐため、国際協定の適用・解釈等について国際法に詳しい専門家からアドバイスを受け、また国際経済紛争・
交渉が想定される国の政策・規制動向の調査・分析を行う。

- -

161

- -

- -

25年度

事業番号

国際情報収集・分析、戦略的な国際情報発信等の実施 担当部局庁 情報通信国際戦略局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 国際政策課 課長　山碕　良志

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

119

実施方法

-

- -

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

調査対象国の増加・調査対象法令範囲の拡大等に伴う必要経費を増額した。

件

- 100 125

4 4

成果指標

外国への情報発信、調査研究の実施件数

-

28年度活動見込

- 19 13.2

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第４条第７８号及び９５号

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

92 110

政府開発援助情報通信技
術研究調査費

活動指標

件

達成度

活動実績

27年度

4

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

単位

8.2

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - -

測
定
指
標 目標年度

28 年度 29 年度

実績値 回 42

施策 ６．ICT分野における国際戦略の推進

政策 Ⅴ. 情報通信（ICT政策）

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

8

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

海外における情報通信分野概況等の情報収集・分析、途上国における国際協力の在り方に関する調査研究の実施、我が国情報通信政策等の諸外
国への発信を通じ、国際的な政策動向・市場動向を踏まえた制度設計に必要な情報を整理することにより、情報通信分野の政策の企画・立案、国際
競争力の強化及び国際経済紛争防止のための検討・対処が可能となり、諸外国への我が国ICT企業の海外展開を支援し、各国の課題解決に貢献す
ることが期待できる。

-

28 29

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

45

ＫＰＩ
（第一階層）

-

8 8

-

達成度 ％ -

単位

-

二国間での定期協議、政策協議、国際機関等における
会議への参画及び意見交換の実施回数

ICT海外展開の推進の実施回数（モデルシステム（地デ
ジ、ICT防災システム等）の構築・運営等）

実績値 回 8 9 15 - -

目標値 回 8 8

-

年度 年度

-成果実績

中間目標

- -

年度

47 -

目標値 回

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
計画開始時

27年度 28年度

38 38 38 38

年度

中間目標

-

-

目標値

38

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必

要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

事業の請負にあたっては、事前に複数者から見積を取得し、
コストの削減に努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

　諸外国の情報通信、放送、電波などの政策動向などの基
礎情報を収集・分析するとともに、主要国（欧米中）を中心に
最新情報を確認することにより、国際動向を踏まえた政策の
企画・立案を支援。
　また、英文ホームページやニューズレターによる国際広報
活動を実施した。

‐

○

有

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

今後の情報通信分野の政策を企画・立案、海外市場への国
際展開を検討する上で必要な調査研究を実施しており、成果
実績は成果目標に見合ったものとなっている。

事業番号
関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
価格と品質等の観点から、競争入札により最も優れた提案
者を選定していることから、単位当たりコストの水準は妥当で
ある。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

項目毎の単価や必要性について精査し、調査内容についても優先度の高い項目に絞る等、引き続き経費の効率化を実施する。

予算執行にあたっては、委任契約及び少額の随意契約以外は一般競争入札による効率的な執行、調査研究の内容を精査し、優先度の高い項
目で実施する等努めた。

事業名

‐

○

目的の達成に必要か否か精査した上で適切に執行してい
る。

△ 実施・請負先の選定においては、一般競争入札方式や総合
評価入札により透明性・競争性を確保しているが、一者応札
となった案件もあったことから、入札辞退者に対するヒアリン
グ等を実施、次回以降、競争参加者の掘り起こし等改善を図
る。
少額随意契約の場合は複数社から見積を取得し、最も優れ
た業者を選定している。

○

評　価項　　目

情報通信分野における外国の政策・技術動向を収集・分析
し、我が国の政策検討の参考とすることは国際的な調和、調
整が必要なICT分野では不可欠な業務である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

我が国のICT政策等を広く海外に発信することは国が実施す
べき業務である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 48.6 計 8.2

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事
業
内
容
の

一
部
改
善

48.6

平成22年度

Ｂ．個人

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

諸謝金調査・データーベース作成の人件費等

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

0133

平成24年度

平成27年度平成25年度

弁護士費用

使　途

人件費

執
行
等
改
善

0128・0129・0137・0138・0139

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

平成26年度

本年度は、外部有識者による点検対象外。

所見を踏まえ、調査項目の精査、複数社からの見積もり取得の徹底等、さらなる効率化を実施。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0132

0123・0131・0132

外部有識者の所見

金　額
(百万円）

A.．一般財団法人マルチメディア振興センター

8.2

0136・0137

0128・0134・0135

平成23年度

チェック

総務省

８４百万円

Ａ 民間会社・団体

７５．８百万円

・諸外国の政策動向等の情報収集、分析等

【一般競争入札】等

【随意契約（その他）】

Ｂ 個人

８．２百万円

国際経済紛争に係る法律上の問題への相

談並びに、調査、分析及び報告書作成



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

諸外国における通信・放
送・電波利用情報の収集・
分析・公開事務

ＩＣＴ分野に関する各種資料
の翻訳の請負

ミャンマーに対する通信網
運用等に係る日本の経験・
ノウハウの提供に関する調
査研究

ルーラル地域におけるデジ
タル・ディバイド解消のため
の通信ネットワークに関す
る調査研究

トルコが合意したＦＴＡ/ＥＰ
Ａにおける情報通信分野に
係る協定内容に関する調
査研究

カンボジア王国におけるデ
ジタル・ディバイド解消に向
けた我が国のICT・ノウハウ
の活用の可能性に関する
調査

海外電気通信データベース
保守等作業の請負

英文定期刊行物（New
Breeze）の購入

日本ITU協会の発行する書
籍の購入について

ＮＮＡ ＰＯＷＥＲ ＡＳＩＡ ＰＬ
ＵＳ購読

総務大臣ビデオメッセージ
作成業務の請負

3.2

1

7.3

8

5

0.6

0.2

0.3

0.3

9010005016684

9010005016684

7010401021950

8011105005388

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

- 100％

100％

1 94.1％

法　人　番　号

5010001019471

7010005018749

5010001075515

4010001054032

8010705001805

9010401028746

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

5 79.9％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

総合評価入札

0.9

3010405010524 48.6

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ａ -
国際経済紛争に係る法律
上の問題相談等

8.2
随意契約
（その他）

- 100％

11

一般競争入札

一般競争入札

総合評価入札

1 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10

1 100％

2

3

9

6

1

- 100％

-

100％

- 100％

8

7

-

5 1 100％

- 100％

4

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

一般財団法人マルチ
メディア振興センター

株式会社ジェイ・キャ
スト

公益財団法人ＫＤＤＩ
財団

株式会社情報通信
総合研究所

株式会社野村総合
研究所

一般財団法人海外
通信・放送コンサル
ティング協力

三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

一般財団法人日本ＩＴ
Ｕ協会

一般財団法人日本ＩＴ
Ｕ協会

株式会社エヌ・エヌ・
エー

公益社団法人日本
広報協会

チェック


	行政事業レビューシート

